
【南相馬市の住宅被害】

り災証明書申請件数

４，４１７件

（令和４年６月７日現在）

南相馬市からのお知らせ

令和４年３月１６日発生 福島県沖を震源とする地震

被害に遭われた方へお知らせ

令和４年３月１６日（水）午後１１時３６分、福島県沖においてマグニチ

ュード７．４の地震が発生し、南相馬市においては最大震度６強の地震が観

測されました。

被災された市民の皆様に対しまして、心よりお見舞いを申し上げます。

市では、災害に伴う各種支援制度について、令和４年４月１５日号の広報

に併せて資料を全戸配布してお知らせしました。被災された方々が、一日も

早く安全・安心な生活を再建できるよう、支援制度に関する手続き等につい

て、改めてお知らせいたします。

南相馬市は、今後も市民生活の早期安定のため、迅速かつ的確な対応や情

報発信に全力で取り組んでまいります。

り災証明書とは、家屋の災害による被害の程度を判

定して発行する証明書で、各種の支援制度などを活用

する場合に必要となります。まだ申請を行っていない

方は、お早めの手続きをお願いします。

手続き、ご相談は【税務課２４－５２２７】

市では、地震で被害に遭われた市民の皆様に対しま

して、各種の支援制度を設けています。

資料裏面の支援制度一覧を確認していただき、制度

の手続き、お問合せなどについては、各担当課まで、

お早めにご相談ください。

り災証明書の申請をお忘れなく

生活再建に向けた各種支援制度の手続き

【間もなく受付終了の制度】

▶被害家屋等の修理相談窓口

▶県復興公営住宅（終了見込）

▶県賃貸型応急住宅（終了見込）

▶災害ごみの搬入

▶災害援護資金貸付金

家屋の被害状況は、必ず、出来るだけ多くの写真で記録しておきましょう

市では、全国各地の自治体から職員の派遣をいただき、本市では前例の無い

４，０００件を超える、り災家屋の調査などを進めてまいりました。

また、自治体や市内外の企業・団体からご支援いただき、飲料水、ブルーシ

ート、土のう袋などの物資を受け入れました。

全国の皆様からの心温まるご支援とご厚情を賜り、深く感謝を申し上げます。

職員派遣に関する着

任式の様子は、市ホ

ームページで確認す

ることができます。

□■災害対応に関する人的・物的支援■□

➢支援物資の受け入れ状況（令和４年５月２７日時点）

被災者生活支援災害ボランティアセンター

「災害ボランティアセンター」については、市民の皆様からの依頼の内容が、これまでの応急対

応から生活支援へと変わっていることから、令和４年４月２５日に「被災者生活支援ボランティア

センター」へ名称を変更しました。引き続き、生活再建等の相談を受け付けています。

【活動の内容】

▶地震被害により被害を受けた、家財等の片づけをお手伝いします。

▶地震被害による災害廃棄物の搬出・運搬をお手伝いします。

▶その他、様々な生活の困りごとについては、まずは、お気軽にご相談ください。

【連絡先】

南相馬市社会福祉協議会 鹿島区社会福祉センター（むつみ荘）内

被災者生活支援ボランティアセンター ０９０－７６６８－８９０６（平日９：００～１７：００）

家財等の片付けや災害廃棄物

の搬出は、依頼状況により、

活動日を調整して対応します。

➢他自治体等からの人的支援（令和４年６月１０日時点）

国土交通省、自衛隊、福島県、長野県飯田市、北海道名寄市、兵庫県神戸市、東京都青梅市、

茨城県守谷市、群馬県大泉町、新潟県小千谷市、青森県青森市、岐阜県各務原市、

群馬県太田市、埼玉県戸田市、茨城県日立市、茨城県常総市、東京都町田市、東京都国分寺市、

新潟県長岡市、岩手県久慈市、茨城県取手市、新潟県新潟市、埼玉県深谷市、千葉県四街道市

郡山市、茨城県取手市、会津若松市、東北地方整備局、㈱アルカリス、㈱フジタ東北支店福島

営業所、大熊町、浪江町、ふくしま市町村支援機構、敬愛学園、日栄地質測量設計㈱、喜多方

市、静岡県南伊豆町、㈱大林組、青森県八戸市、西会津町、福島ファイヤーボンズ、山形県遊

佐町、ＫＧホールディングス㈱、愛知県知多市、㈱奥村組、奥村・株木・森本ＪＶ、フードバ

ンク郡山そっとね、青森県七戸町、八戸圏域水道企業団、秋田県由利本荘市、川崎市管工事協

同組合青年部会（敬称略・順不同）



項目 支援制度 内 容
り災
証明

り災証明の基準

受付状況一部損壊
10%未満

準半壊
１０％以上
２０％未満

半壊
2０％以上
3０％未満

中規模半壊
3０％以上
4０％未満

大規模半壊
4０％以上
5０％未満

全壊
５０％以上

住宅等の
修繕・補修

一部損壊住宅等修理支援事業
（建築住宅課 ２４－５２５５）

住宅や、納屋・物置・塀などの建築物等に被害が生じた世帯に対しその費用の
1/2を補助します。
住宅の修繕を伴わない納屋、物置などのみの申請は不可となります。
①補助金額：下限2万5千円、上限20万円 ②補助対象：住宅及び建築物等

必要 ○ 受付中

住宅の応急修理制度
（建築住宅課 ２４－５２５５）

災害救助法に基づき、被災した住宅の日常生活に必要不可欠な部分の応急修
理について、市が事業者に修理費用を支払います。
①半壊以上：修理限度額59万5千円 ②準半壊：修理限度額30万円

必要 ○ ○ ○ ○ ○
8/15受付終了
（延長する可能性
があります）

屋根耐風改修事業補助金
（建築住宅課 ２４－５２５５）

瓦屋根を全面改修する場合の費用の一部を補助します。
①改修費用の23％（上限55万2千円）
②加算金１千円/㎡×屋根面積㎡（上限10万円）

必要 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 受付中

ブロック塀等安全対策促進事業
（建築住宅課 ２４－５２５５）

公衆道路などに面する倒壊の恐れのあるブロック塀の撤去改築などにかかる費
用の一部を補助します。 解体、改築費用の1/2(上限15万円） 不要

り災に係らず、危険性があり、要件を満たせば対象となります。
担当課（建築住宅課）までご相談ください。

受付中

被害家屋等の修理相談窓口
（建築住宅課 ２４－５２５５）

全建総連原町では、市との協定により、地震により被災した家屋の修理方法や
施工業者の紹介などの相談窓口を設置しています。 不要

全建総連原町による相談窓口は、6/24に終了します。
6/27以降は、建築住宅課において相談を受付します。

仮住居の
提供

市営住宅特例入居事業
（建築住宅課 ２４－５２５３）

自宅が被災した市民に対して、空き部屋となっている災害公営住宅を含む市営
住宅を提供します。 必要 ○ ○ ○ ○ 受付中

福島県復興公営住宅の提供
（相双建設事務所行政課２６－１２０７）

自宅が被災した市民に対して、空き部屋となっている県の復興公営住宅を提供
します。 必要 ○ ○ ○ ○

6/30受付終了
見込み

福島県賃貸型応急住宅の供与
（建築住宅課 ２４－５２５３）

県内の民間賃貸住宅を貸主・借主（県）・入居者・市の4者契約にて、県が住宅を
借り受け、入居者に提供します。 必要 ○ ○ ○ ○

6/30受付終了
見込み

ごみの
処分など

家庭からの災害ごみの搬入
（生活環境課 ２４－５２３１）

災害により発生した、家庭からの災害ごみ搬入許可の申請受付を行っています。
申請受付時に、搬入方法や仮置場の案内をします。 不要

災害ごみの受け入れはクリーン原町センターが7/1まで、仮置場が7/2までです。運搬業
者の都合等により、期間内に搬入できない場合は、あらかじめご相談ください。

被災家屋等の解体撤去
（生活環境課 ２４－５２３１）

災害により被害を受けた、家屋及び二次災害の恐れがある石塀・ブロック塀等
で、生活環境の保全上、支障のあるものについて、市がその所有者に代わって解
体撤去等を行います。
すでに自費により解体撤去等を行っている場合は、基準額の範囲内で費用の払
戻しを行います。

家屋

必要
塀等

不要

二次災害の恐れがある
石塀・ブロック塀等で、
生活環境の保全上、
支障のあるものは対象。

○ ○ ○ ○
８/２６受付終了
（延長する可能性
があります）

見舞金の
支給

災害見舞金
（社会福祉課 ２４－５３２１）

災害を受けた住家に現に居住する者に見舞金を支給します。
①全壊世帯 １世帯10万円+被災者１人につき2万円
②半壊世帯 １世帯5万円+被災者1人につき1万円

必要 ○ ○ ○ ○
6/30受付終了
（延長する可能性
があります）

支援金の
支給

被災者生活再建支援金
（社会福祉課 ２４－５３２１）

居住する住宅が全壊する等の生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対し、被災
者生活再建支援金を支給します。住宅の被害程度に応じて「基礎支援金」、住宅の
再建方法に応じて「加算支援金」が支給されます。
世帯人数、り災判定区分、住宅の解体状況や再建方法により、18.75万円から
300万円までの間の額が支給されます。

必要 ○ ○ ○ ○ 受付中

生活資金
貸付

災害援護資金貸付金
（社会福祉課 ２４－５３２１）

被災した世帯主に対し、生活の立て直しのため災害援護資金の貸付します。
①貸付金額150万円～350万円 （被害の種類、程度、所得要件による）
②償還期間10年 ③利率 保証人あり 無利子 保証人なし 1.5％

必要 ○ ○ ○ ○ 6/30受付終了

土砂等の
撤去

土砂災害復旧工事支援助成金
（都市計画課 ２４－５２５１）

地震により土砂が流入又は流出し、住宅等に被害を受けた所有者が、その土砂
等の除去又は埋め戻しを行う場合に、その費用の１/２を助成します。
①助成対象 ：２０万円以上の費用 ②助成上限額：５０万円

必要 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 受付中

住宅を解体
した場合。

令和４年３月１６日発生の福島県沖を震源とする地震における主な支援制度一覧

市は、地震で被害に遭われた方へ以下の支援制度を設けています。 各制度の申請、お問合せは担当課までお願いします。 太枠内の制度は間もなく受付終了です。

Ver.４.0
令和４年６月１７日時点

支援制度の詳細は

市ホームページを

ご確認ください。


